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１ 趣旨 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。

以下「法」という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、

公共サービスによる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般に

ついて不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間

事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ

低廉な公共サービスを実現することを目指すものである。 

上記を踏まえ、独立行政法人日本学術振興会（以下「学振」という。）は「公

共サービス改革基本方針」（平成 24 年 7 月 20 日閣議決定）別表において民間競

争入札の対象として選定された「日本学術振興会業務基盤システム更新・保守業

務」について、公共サービス改革基本方針に従って、民間競争入札実施要項を定

めるものとする。 

２ 本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき質に関する事項 

(1) 本業務の概要 

ア 本業務の定義 

  業務基盤システムに関して、 

- 5 年間の機器の賃貸借（ハードウェア・ソフトウェア） 

- 5 年間のデータセンタの利用、広域回線の利用、外部監視、製品保守、

運用支援などの請負業務 

- 設計/構築、搬入/設置、導入/設定、移行、テスト、教育などの構築業務 

- 契約終了時における撤去業務 

について、これらの業務を総称して「本業務」とする。 

イ 対象となる本業務の概要 

  学振は、学術研究の助成、研究者の養成のための資金の支給、学術に関す

る国際交流の促進、その他学術の振興に関する事業を行っており、事業に関

する事務処理を計算機システム化し、学振役職員の利用に供している。現在

の業務基盤システムは、平成２５年２月から運用を行っている。 

  本業務を行う民間事業者（以下「請負者」という。）は、業務基盤システ

ムで稼働するサーバ、端末、ネットワーク機器等の更新・保守業務を行い、

業務基盤システムが有する機能を安定的に供給することを目的とする。 

ウ 業務基盤システムの概要 

(ア) 今回調達する業務基盤システムは、以下の機器等から構成される。 

  ・シンクライアント端末及びサーバ機能を動作させるための仮想化基盤 

  ・シンクライアント端末（デスクトップ型 360 台、ノート型 200 台） 

  ・各種サーバ（Web、DNS など主に外部から利用されるもの、および、

メール、グループウェアなど内部で利用するもの、並びに、各種業務で

利用するものや、管理用・ログサーバ等） 

  ・ストレージ（ファイルサーバ等） 

  ・バックアップ装置 
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  ・ネットワーク機器（ファイアウォール兼不正アクセス等防止システム、

基幹スイッチ、Web フィルタリング装置） 

  ・無線 LAN システム 

  ・標的型攻撃対策 

  ・無停電電源装置(UPS) 

上記機器の多くは学振内に置かれるが、一部の機器はデータセンタに置か

れる。なお、システム概念図は、「別紙２業務基盤システム概念図」を参照の

こと。 

(イ) セキュリティを考慮し、「外部 Web ページの参照および Web メールを

利用する環境」と「各種アプリケーションやファイルサーバを利用するための

環境」のネットワークを分離することとする。 

(ウ) シンクライアント端末を利用するための仮想基盤では、以下のアプリケ

ーションを動作させることとする。 

・「外部 Web ページの参照および Web メールを利用する環境」で動作する

ソフトウェア 

- Microsoft Windows Server 2016 または最新版 

- Microsoft Office Word, Excel, PowerPoint 用ビューア 

- PDF ビューア 

- Web ブラウザ（外部利用用） 

- ウイルス対策ソフトウェア 

・「各種アプリケーションやファイルサーバを利用するための環境」で動作

するソフトウェア 

- Microsoft Windows 10 または最新版 

- Microsoft Office Professional 2016 または最新版 

- 一太郎 Pro または最新版 

- Adobe Acrobat Standard  

- Web ブラウザ（内部利用用） 

- ウイルス対策ソフトウェア 

(エ) ファイルサーバ上には、「恒久的なファイルサーバ領域」および、外部の

Web サイトのデータやメールの添付ファイルを「外部 Web ページの参照およ

び Web メールを利用する環境」で処理するための「一時的なファイルサーバ

領域」を置くものとする。 

(オ) 本調達は、以下を含む。 

・データセンタの利用 

・学振、データセンタおよびインターネットに接続するための広域回線

の利用 

・外部監視（死活監視、不正アクセス監視） 

・製品保守 

・運用支援（パッチ当て作業（概ね月１回）、定例会の開催（月１回）等） 
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・設計/構築、搬入/設置、導入/設定、移行、テスト、教育、および、撤去 

- 設計/構築：本システム全体の設計および構築 

- 搬入/設置：本システムの搬入および設置 

- 導入/設定：本システムの導入および設定 

- 移行：現システムからのデータ等の移行 

- テスト：本システムの動作テスト 

- 教育：学振役職員に対する利用教育 

- 撤去：契約終了時または解約時における機器等の撤去 

(カ) データ等の移行 

  各種サーバ機能のうち、Web、DNS、メール、グループウェア、AD につ

いては、現システムのデータ等を新システムに移行することとする。他

の各種業務機能（CMS、財務会計システム、人事給与システム、等）につ

いては、現システムの仮想イメージを新システムに移行することとする。 

エ 本業務の引継ぎ 

(ｱ) 現行請負者又は学振からの引継ぎ 

学振は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行請負者及び請負者に対

して、公平公正に必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確

認する。 

本業務を新たに実施することとなった請負者は、本業務の開始日までに、

業務内容を明らかにした書類等により、現行請負者から業務の引継ぎを受け

るものとする。なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、請負者の負

担となる。 

(ｲ) 請負期間満了の際、業者変更が生じた場合の引継ぎ 

学振は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、請負者及び次回請負者に対

して、公平公正に必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確

認する。 

本業務の終了に伴い請負者が変更となる場合には、請負者は、当該業務の

開始日までに、業務内容を明らかにした書類等により、次回請負者に対し、

引継ぎを行うものとする。 

なお、その際の事務引継ぎに必要となる経費は、次回請負者の負担となる。 

(2) 確保されるべき対象業務の質 

ア 業務内容 

「業務基盤システム更新・保守業務 仕様書」に示す業務を適切に実施

すること。 

イ 業務基盤システムの稼働率 

稼働率は 99.8%以上とし、稼働率は以下の計算式により算出する。 

稼働率（％）＝ 

｛1 – (1 か月の停止時間) ÷ (1 か月の稼働予定時間)｝× 100 

（※1 か月の稼働予定時間は計画停電等を除く） 

ウ セキュリティ上の重大障害件数 

個人情報、施設等に関する情報その他の契約履行に際し知り得た情報漏
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えいの件数は０件であること。 

エ 業務基盤システム運用上の重大障害件数 

長期にわたり正常に稼動できない事態・状況及び保有するデータの喪失

等により、業務に多大な支障が生じるような重大障害の件数は０件である

こと。 

オ 目標復旧時間 

主要サービスの稼働率を踏まえたサービスごとの目標復旧時間は６時間

以内であること。 

カ サーバ内データの定時バックアップ 

運用スケジュールの中で自動的に実行される定時バックアップは、定時

バックアップ率として、各月ごとに 100％を維持すること。 

キ ウイルス情報の把握 

本システムで利用する機器において、コンピュータウィルス等に感染し

た場合、発見から１時間以内にそのウイルスの詳細について特定すること。

この際、最新のウイルスで、詳細な情報が得られない場合は、その限りで

ない。 

ク ウイルス定義ファイルの更新 

ウイルス対策ソフトウェアのウイルス定義ファイルについて、ベンダー

からのリリース後６時間以内に適用されていること。 

ケ サービスレベルアグリーメント（Service Level Agreement）の締結 

本業務の効率化と品質向上並びに円滑化を図るため、上記イ～クに示す

管理指標に対してサービスレベルアグリーメント（SLA）を締結する。 

 

(3) 創意工夫の発揮可能性 

本業務を実施するに当たっては、以下の観点から請負者の創意工夫を反

映し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上、経費

の削減等）に努めるものとする。 

ア 本業務の実施全般に対する提案 

請負者は、本業務の実施全般に係る質の向上の観点から取り組むべき事

項等の提案を行うこととする。 

イ 事業内容に対する改善提案 

請負者は、事業内容に対し、改善すべき提案（コスト削減に係る提案を

含む）がある場合は、具体的な方法等を示すとともに、従来の実施状況と

同等以上の質が確保できる根拠等を提案すること。 

 

(4) 契約の形態及び支払 

ア 契約の形態は、賃貸借契約とする。 

イ 学振は、賃貸借契約に基づき、請負者が実施する本業務について、契約

の履行に関し、日本学術振興会業務基盤システム更新・保守業務仕様書に

定めた内容に基づく監督・検査を実施するなどして適正に実施されている

ことを確認した上で、適正な支払請求書を受領した日から 30 日以内に、

毎月、契約金額を支払うものとする。確認の結果、確保されるべき対象業

務の質が達成されていないと認められる場合、又は達成できないおそれが

ある場合、学振は、確保されるべき対象業務の質の達成に必要な限りで、

6 / 98



- 5 - 

 

請負者に対して本業務の実施方法の改善を行うよう指示することができ

る。請負者は、当該指示を受けて業務の実施方法を改善し、業務改善報告

書を速やかに学振に提出するものとする。業務改善報告の提出から１か月

の範囲で、業務改善報告書の内容が、確保されるべき対象業務の質が達成

可能なものであると認められるまで、学振は、請負費の支払を行わないこ

とができる。なお、請負費は、本件業務開始以降のサービス提供に対して

支払われるものであり、請負者が行う準備行為等に対して、請負者に発生

した費用は、請負者の負担とする。 

 

（5）法令変更による増加費用及び損害の負担 

  法令の変更により生じた合理的な増加費用及び損害は、アからウに該当す

る場合には学振が負担し、それ以外の法令変更については請負者が負担する。 

ア 本業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令変更及び税制度の新設 

イ 消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更含む） 

ウ 上記ア及びイのほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制

度の新設・変更（税率の変更含む） 

 
３ 実施期間に関する事項 

 

機器の賃貸借及び請負業務期間は、平成３０年２月１日から平成３５年１月３

１日までとする。構築業務は、平成３０年１月３１日までとする。 

 
４ 入札参加資格に関する事項  

 

(1) 法第 15 条において準用する法第 10 条各号（第 11 号を除く。）に該当する

者でないこと。 

(2) 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条の規定に該当しな

い者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締

結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該

当する。 

(3) 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(4) 独立行政法人日本学術振興会契約規則第 5 条に規定する競争参加者資格又

は国の競争参加資格（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、平成２８年度

の「役務の提供等」 の区分において A 又は B に格付けされている者である

こと。ただし、国の競争参加資格においては関東甲信越地区における資格で

あること。（「役務の提供等」の営業品目「ソフトウェア開発」、「情報処理」

又は「その他」に登録している者であること。）。 

 (5) 独立行政法人日本学術振興会契約規則第 4 条に規定する競争参加者の制限

に係る事項に該当しない者であること。 

(6) 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

(7) 労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がな

いこと。 

(8) 学振における物品等の契約に係る指名停止措置要領に基づく指名停止を受

けている期間中でないこと。 
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(9) 調査研究や各工程の調達仕様書の作成に直接関与した事業者及びその関連

事業者（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年

大蔵省令第 59 号）第８条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社をも

つ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者をいう。）で

ないこと。 

(10) 調達計画書及び調達仕様書の妥当性確認並びに入札事業者の審査に関する

業務を行う CIO 補佐官及びその支援スタッフ等の属する又は過去２年間に

属していた事業者でないこと。または、CIO 補佐官等がその職を辞職した後

に所属する事業者の所属部門（辞職後の期間が２年に満たない場合に限る。）

でないこと。 

 (11) 単独で対象業務を行えない場合は、又は、単独で実施するより業務上の優

位性があると判断する場合は、適正に業務を実施できる入札参加グループを

結成し、入札に参加することができる。その場合、入札書類提出時までに入

札参加グループを結成し、入札参加資格の全てを満たす者の中から代表者を

定め、他の者は構成員として参加するものとする。また、入札参加グループ

の構成員は、上記(1)から(3)および(5)から(10)までの資格を満たす必要があ

り、他の入札参加グループの構成員となり、又は、単独で参加することはで

きない。なお、入札参加グループの代表者及び構成員は、入札参加グループ

の結成に関する協定書（又はこれに類する書類）を作成し、提出すること。 

（注）入札参加グループとは 

本業務の実施を目的に複数の事業者が組織体を構成し、本業務の入札

に参加する者のことを指す。 

(12) 本業務を実施する部門が、本業務を含む業務について、品質マネジメント

システムに係る国際規格 ISO9001 の認証を取得している、またはこれと同

等以上の品質マネジメントを実施していることを証明できること。 

 (13) 本業務を実施する部門が、本業務を含む業務について JIS Q 27001 (ISO/ 

IEC27001)の認証を取得している、または JIS Q 27001 (ISO/IEC27001)と

同等以上の情報セキュリティ対策を実施していることを証明できること。 

(14) ITIL 準拠の体系化した社内運用標準を有していること。 

(15) 本業務に従事する全ての者について、所属元の就業規則に秘密保持に関す

る項目が記載されている、または雇用者と被雇用者の間で秘密保持に関する

契約が締結されていること。 

 

５ 入札に参加する者の募集に関する事項 

 

(1) スケジュール 

入札公示：官報公示         平成２９年３月上旬 

入札説明会                   ３月上旬 

提案書提出期限             ４月下旬 

提案書の審査                 ５月頃 

開札及び落札予定者の決定            ６月頃 

契約締結                   ７月頃 

(2) 入札書類 

入札参加者は、次に掲げる書類を別に定める入札説明書に記載された期日
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及び方法により提出すること。 

ア 入札説明後の質問受付 

入札公告以降、学振において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要

項の内容や入札に係る事項について、入札説明会後に、学振に対して質

問を行うことができる。質問は原則として電子メールにより行い、質問

内容及び学振からの回答は原則として入札説明書の交付を受けたすべて

の者に公開することとする。ただし、民間事業者の権利や競争上の地位

等を害するおそれがあると判断される場合には、質問者の意向を聴取し

た上で公開しないよう配慮する。 

イ 提案書等 

「日本学術振興会業務基盤システム更新・保守業務 仕様書」に示した

各要求項目について具体的な提案（創意工夫を含む。）を行い、各要求項

目を満たすことができることを証明する書類。 

ウ 参考見積書 

人件費の単価証明書及び物件費の価格証明書を含んだ参考見積書。 

ただし、契約後に発生する経費のみとする。 

エ 入札書 

入札金額（契約期間内の全ての本業務に対する報酬の総額の 108 分の

100 に相当する金額）を記載した書類。 

※消費税率については、入札時の税率に応じて適宜修正する。また、入

札参加者ごとに税率の想定が異なることを避けるため、具体的に明示す

ること。 

オ 委任状 

代理人に委任したことを証明する書類 

ただし、代理人による入札を行う場合に限る。 

カ 競争参加資格審査結果通知書の写し 

独立行政法人日本学術振興会契約規則第 5 条に規定する競争参加者資格

又は国の競争参加資格（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、平成２

８年度の「役務の提供等」 の区分において A 又は B に格付けされてい

る者であること。（ただし、国の競争参加資格においては関東甲信越地区

における資格であること。） 

   キ 法律等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要がある場合には

その許可証の写し。 

   ク 入札機器を納入できることを証明する書類。（代理店証明書等） 

   ケ 入札機器等の納入等実績。（入札機器を購入した場合及び借入れの場合） 

コ 応札者の条件を証明できる書類。（４. (1)～(15)） 

サ 法第 15 条において準用する法第 10 条に規定する欠格事由のうち、暴力

団排除に関する規程について評価するために必要な書類 

シ 法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（直近のもの） 

ス 主たる事業概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴、主要株主構

成、他の者との間で競争の導入による公共サービス改革に関する法律施

行令（平成18年７月５日政令第228号）第３条に規定する特定支配関係

にある場合は、その者に関する当該情報 

セ 入札参加グループによる参加の場合は、入札参加グループ内部の役割分
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担について定めた協定書又はこれに類する書類 

ソ 指名停止等に関する申出書 

各府省庁から指名停止を受けていないことを確認する書類 

タ 誓約書 

本請負を完了できることを証明する書類 

 

６ 本業務を実施する者を決定するための評価の基準その他本業務を実施する者

の決定に関する事項 

 

以下に本業務を実施する者の決定に関する事項を示す。なお、詳細は「日本

学術振興会業務基盤システム更新・保守業務総合評価基準書（以下「総合評

価基準書」という。）」を基本とする。 

 

(1) 評価方法 

本業務を実施する者の決定は、総合評価落札方式によるものとする。なお、

技術の評価に当たっては、入札プロセスの中立性、公正性等を確保するため、

学振の CIO 補佐官に意見を聴くものとする。 

また、総合評価は、価格点（入札価格の得点）に技術点（総合評価基準書

による加点）を加えて得た数値（以下｢総合評価点｣という。）をもって行う。 

価格点と技術点の配分 

価格点の配分：技術点の配分 ＝ １：１ 

 総合評価点 ＝ 価格点（１０００点満点）＋ 技術点（１０００点満点）  

 

(2) 決定方法 

総合評価基準書において必須と定められた要求要件を全て満たしている

場合に「合格」とし、一つでも欠ける場合は「不合格」とする。 

 

(3) 総合評価点 

ア 価格点は、入札価格を予定価格で除して得た値を１から減じて得た値に

入札価格に対する得点配分を乗じて得た値とする。 

 価格点 ＝ （１－入札価格÷予定価格）× １０００点  

イ 技術点の評価は以下のとおりとする。 

(ｱ) 全ての仕様を満たし、「合格」したものに「基礎点」として４４０点与

える。 

(ｲ) 「合格」した提案書について、総合評価基準書に基づき、技術審査委

員会の委員ごとに加点部分の評価を行う。項目ごとの加点は０点か満点

とする。各委員の採点結果を委員会で確認し、事実誤認等があれば各委

員において訂正する。確定した各委員の採点結果について、その平均値

を算出し、「加点」とする。 

(ｳ) 「基礎点」と「加点」の合計点を「技術点」とする。 

 技術点 ＝ 基礎点（４４０点）＋ 加点（５６０点）  
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  (4) 落札者の決定 

ア 仕様書に示す全ての要求要件を満たし、入札者の入札価格が予算決算及

び会計令第 79 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

あり、かつ、「総合評価落札方法」によって得られた数値の最も高い者を

落札者とする。ただし、予算決算及び会計令第 84 条の規定に該当する場

合は、予算決算及び会計令第 85 条の基準を適用するので、基準に該当す

る入札が行われた場合は入札の結果を保留する。この場合、入札参加者は

学振の行う事情聴取等の調査に協力しなければならない。 

イ 調査の結果、会計法（昭和 22 年法律第 35 号）第 29 条の６第１項ただ

し書きの規定に該当すると認められるときは、その定めるところにより、

予定価格の制限の範囲内で次順位の者を落札者とすることがある。 

（会計法第 29 条の６第１項ただし書き抜粋） 

相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めら

れるとき 

ウ 落札者となるべき者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせ、落札者を決定するものとする。また、入札者又は代理人がくじを

引くことができないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わ

ってくじを引き、落札者を決定するものとする。 

エ 契約担当官等は、落札者を決定したときに入札者にその氏名（法人の場

合はその名称）及び金額を口頭で通知する。ただし、上記イにより落札者

を決定する場合には別に書面で通知する。また、落札できなかった入札者

は、落札の相対的な利点に関する情報（当該入札者と落札者のそれぞれの

入札価格及び性能等の得点）の提供を要請することができる。 

 

(5) 落札決定の取消し 

次の各号のいずれかに該当するときは、落札者の決定を取り消す。ただし、

契約担当官等が、正当な理由があると認めたときはこの限りでない。 

ア 落札者が、契約担当官等から求められたにもかかわらず契約書の取り交

わしを行わない場合 

イ 入札書の内訳金額と合計金額が符合しない場合 

落札後、入札者に内訳書を記載させる場合がある。内訳金額が合計金額

と符合しないときは、合計金額で入札したものとみなすため、内訳金額の

補正を求められた入札者は、直ちに合計金額に基づいてこれを補正しなけ

ればならない。 

 

(6) 落札者が決定しなかった場合の措置 

初回の入札において入札参加者がなかった場合、必須項目を全て満たす入

札参加者がなかった場合又は再度の入札を行ってもなお落札者が決定しな

かった場合は、原則として、入札条件等を見直した後、再度公告を行う。 

なお、再度の入札によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は本

業務の実施に必要な期間が確保できないなどやむを得ない場合は、自ら実施

する等とし、その理由を官民競争入札等監理委員会（以下、「監理委員会」
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という。）に報告するとともに公表するものとする。 

７ 本業務に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

(1) 開示情報

対象業務に関して、以下の情報は別紙１｢従来の実施状況に関する情報の

開示」のとおり開示する。 

ア 従来の実施に要した経費

イ 従来の実施に要した人員

ウ 従来の実施に要した施設及び設備

エ 従来の実施方法等

(2) 資料の閲覧

前項エ「従来の実施方法等」の詳細な情報は、民間競争入札に参加する予定

の者から要望があった場合、システムの概要等について、所定の手続を踏ま

えた上で閲覧可能とする。 

また、民間競争入札に参加する予定の者から追加の資料の開示について要望

があった場合は、学振は法令及び機密性等に問題のない範囲で適切に対応す

るよう努めるものとする。 

８ 本業務の請負者が使用できる学振の施設・設備等に関する事項 

(1) 学振の施設・設備等の使用

請負者は、本業務の遂行に必要な施設、設備等として、次に掲げる施設、

設備等を適切な管理の下、無償で使用することができる。 

ア 業務に必要な電気設備

イ その他、学振と協議し承認された業務に必要な施設、設備等

(2) 使用制限

ア 請負者は、本業務の実施及び実施に付随する業務以外の目的で使用し、

又は利用してはならない。

イ 請負者は、あらかじめ学振と協議した上で、学振の業務に支障を来さな

い範囲内において、施設内に運用管理業務の実施に必要な設備等を持ち込

むことができる。

ウ 請負者は、設備等を設置した場合は、設備等の使用を終了又は中止した

後、直ちに、必要な原状回復を行う。

エ 請負者は、既存の建築物及び工作物等に汚損・損傷等を与えないよう十

分に注意し、損傷（機器の故障等を含む。）が生じるおそれのある場合は、

養生を行う。万一損傷が生じた場合は、請負者の責任と負担において速や

かに復旧するものとする。
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９ 本業務の請負者が、学振に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うた

めに必要な措置その他の本業務の適正かつ確実な実施の確保のために本業務請負

者が講じるべき措置に関する事項 

(1) 本業務請負者が学振に報告すべき事項、学振の指示により講じるべき措置

ア 報告等

(ｱ) 請負者は、仕様書に規定する業務を実施したときは、当該仕様書に基

づく各種報告書を学振に提出しなければならない。

(ｲ) 請負者は、本業務を実施したとき、又は完了に影響を及ぼす重要な事

項の変更が生じたときは、直ちに学振に報告するものとし、学振と請負

者が協議するものとする。

(ｳ) 請負者は、契約期間中において、(ｲ)以外であっても、必要に応じて学

振から報告を求められた場合は、適宜、報告を行うものとする。

イ 調査

(ｱ) 学振は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると

認めるときは、法第 26 条第１項に基づき、請負者に対し必要な報告を

求め、又は学振の職員が事務所に立ち入り、当該業務の実施の状況若し

くは記録、帳簿書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問すること

ができる。

(ｲ) 立入検査をする学振の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第

26 条第１項に基づくものであることを請負者に明示するとともに、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示するものとする。

ウ 指示

学振は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要と認めると

きは、請負者に対し、必要な措置を採るべきことを指示することができる。 

(2) 秘密を適正に取り扱うために必要な措置

ア 請負者は、本業務の実施に際して知り得た学振の情報等（公知の事実等

を除く）を、第三者に漏らし、盗用し、又は本業務以外の目的のために利

用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合は、法

第 54 条により罰則の適用がある。

イ 請負者は、本業務の実施に際して得られた情報処理に関する利用技術

（アイデア又はノウハウ）については、請負者からの文書による申出を学

振が認めた場合に限り、第三者へ開示できるものとする。

ウ 請負者は、学振から提供された個人情報及び業務上知り得た個人情報に

ついて、「独立行政法人等の所有する個人情報の保護に関する法律」（平成

15 年法律第 59 号）に基づき、適切な管理を行わなくてはならない。また、

当該個人情報については、本業務以外の目的のために利用してはならない。 

エ 請負者は、学振の情報セキュリティに関する規程等に基づき、個人情報

等を取り扱う場合は、①情報の複製等の制限、②情報の漏えい等の事案の

発生時における対応、③本業務終了時の情報の消去・廃棄（復元不可能と

すること。）及び返却、④内部管理体制の確立、⑤情報セキュリティの運

用状況の検査に応じる義務、⑥請負者の事業責任者及び本業務に従事する

者全てに対しての守秘義務及び情報セキュリティ要求事項の遵守に関し
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て、入札説明書別紙「機密情報の取り扱いに関する覚書」への署名を遵守

しなければならない。 

オ アからエまでのほか、学振は、請負者に対し、本業務の適正かつ確実な

実施に必要な限りで、秘密を適正に取り扱うために必要な措置を採るべき

ことを指示することができる。

(3) 契約に基づき請負者が講じるべき措置

ア 本業務開始

請負者は、本業務の開始日から確実に業務を開始すること。

イ 権利の譲渡

請負者は、債務の履行を第三者に引き受けさせ、又は契約から生じる一

切の権利若しくは義務を第三者に譲渡し、承継せしめ、若しくは担保に供

してはならない。ただし、書面による学振の事前の承認を得たときは、こ

の限りではない。 

ウ 権利義務の帰属等

(ｱ)本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、

請負者は、その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。

(ｲ)請負者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、

学振の承認を受けなければならない。

エ 動産総合保険の加入

請負者は、自己の負担において物品に動産総合保険を付保するものとす

る。

オ 瑕疵担保責任

(ｱ) 学振は、成果物の引渡し後に発見された瑕疵について、引渡し後１年

間は、請負者に補修を請求できるものとし、補修に必要な費用は、全て

請負者の負担とする。

(ｲ) 成果物の瑕疵が請負者の責に帰すべき事由によるものである場合は、

学振は、前項の請求に際し、これによって生じた損害の賠償を併せて請

求することができる。

カ 再委託

(ｱ) 請負者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託しては

ならない。

(ｲ) 請負者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場

合には、原則として、あらかじめ機能証明書において、再委託先に委託

する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の履

行能力並びに報告徴収、個人情報の管理その他運営管理の方法（以下「再

委託先等」という。）について記載しなければならない。

(ｳ) 請負者は、契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、

再委託先等を明らかにした上で、学振の承認を受けなければならない。

(ｴ) 請負者は、(ｲ)又は(ｳ)により再委託を行う場合には、請負者が学振に対

して負う義務を適切に履行するため、再委託先の事業者に対し前項「(2)

秘密を適正に取り扱うために必要な措置」及び本項「(3)契約に基づき請

負者が講じるべき措置」に規定する事項その他の事項について、必要な

措置を講じさせるとともに、再委託先から必要な報告を聴取することと
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する。 

(ｵ) (ｲ)から(ｴ)までに基づき、請負者が再委託先の事業者に業務を実施させ

る場合は、全て請負者の責任において行うものとし、再委託先の事業者

の責に帰すべき事由については、請負者の責に帰すべき事由とみなして、

請負者が責任を負うものとする。

キ 契約内容の変更

学振及び請負者は、本業務の質の確保の推進、またはその他やむをえな

い事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更

の理由を提出し、それぞれの相手方の承認を受けるとともに法第 21 条の

規定に基づく手続を適切に行わなければならない。

ク 機器更新等の際における民間事業者への措置

学振は、次のいずれかに該当するときは、請負者にその旨を通知すると

ともに、請負者と協議の上、契約を変更することができる。

(ｱ）ハードウェアの更新、撤去又は新設、サポート期限が切れるソフトウェ

アの更新等に伴い運用管理対象機器の一部に変更が生じるとき

(ｲ）セキュリティ対策の強化等により業務内容に変更が生じるとき

(ｳ）学振の組織変更や人員増減に伴うシステム利用者数の変動等により業務

量に変動が生じるとき 

ケ 契約の解除

学振は、請負者が次のいずれかに該当するときは、請負者に対し請負費

の支払を停止し、又は契約を解除若しくは変更することができる。この

場合、請負者は学振に対して、契約金額から消費税及び地方消費税を差

し引いた金額の 100 分の 10 に相当する金額を違約金として支払わなけ

ればならない。その場合の算定方法については、学振の定めるところに

よる。ただし、同額の超過する増加費用及び損害が発生したときは、超

過分の請求を妨げるものではない。

また、請負者は、学振との協議に基づき、本業務の処理が完了するまで

の間、責任を持って当該処理を行わなければならない。

(ｱ) 法第 22 条第１項イからチまで又は同項第２号に該当するとき。

(ｲ) 暴力団員を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかに

なった場合。

(ｳ) 暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかに

なった場合。

(ｴ) 再委託先が、暴力団若しくは暴力団員により実質的に経営を支配され

る事業を行う者又はこれに準ずる者に該当する旨の通知を、警察当局か

ら受けたとき。

(ｵ) 再委託先が暴力団又は暴力団関係者と知りながらそれを容認して再委

託契約を継続させているとき。

コ 談合等不正行為

請負者は、談合等の不正行為に関して、契約書に定める「談合等の不正

行為に関する条項」に従うものとする。

サ 損害賠償

請負者は、請負者の故意又は過失により学振に損害を与えたときは、学

振に対し、その損害について賠償する責任を負う。また、学振は、契約
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の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができ

る。なお、学振から請負者に損害賠償を請求する場合において、原因を

同じくする支払済の違約金がある場合には、当該違約金は原因を同じく

する損害賠償について、支払済額とみなす。 

シ 不可抗力免責・危険負担 

学振及び請負者の責に帰すことのできない事由により契約期間中に物件

が滅失し、又は毀損し、その結果、学振が物件を使用することができな

くなったときは、請負者は、当該事由が生じた日の翌日以後の契約期間

に係る代金の支払を請求することができない。 

ス 金品等の授受の禁止 

請負者は、本業務の実施において、金品等を受け取ること、又は、与え

ることをしてはならない。 

セ 宣伝行為の禁止 

請負者及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たっては、自ら行

う業務の宣伝を行ってはならない。また、本業務の実施をもって、第三

者に対し誤解を与えるような行為をしてはならない。 

ソ 法令の遵守 

請負者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守し

なくてはならない。 

タ 安全衛生 

請負者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理につい

ては、責任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

チ 記録及び帳簿類の保管 

請負者は、本業務に関して作成した記録及び帳簿類を、本業務を終了し、

又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間、保管しなけ

ればならない。 

ツ 契約の解釈 

契約に定めのない事項及び契約に関して生じた疑義は、学振と請負者と

の間で協議して解決する。 

 

10 本業務の請負者が本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合にお

いて、その損害の賠償に関し契約により本業務請負者が負うべき責任に関する事

項 

 

本業務を実施するに当たり、請負者又はその職員その他の本業務に従事する

者が、故意又は過失により、本業務の受益者等の第三者に損害を加えた場合は、

次のとおりとする。 

 

(1) 学振が当該第三者に対する賠償を行ったときは、学振は請負者に対し、当

該第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について学振の責めに帰

すべき理由が存する場合は、学振が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超え

る部分に限る。）について求償することができる。 

(2) 請負者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等の規定に基づき当該第

三者に対する賠償を行った場合であって、当該損害の発生について学振の責
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めに帰すべき理由が存するときは、請負者は学振に対し、当該第三者に支払

った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分を求償

することができる。 

 

11 本業務に係る法第７条第８項に規定する評価に関する事項 

 

(1) 本業務の実施状況に関する調査の時期 

学振は、本業務の実施状況について、総務大臣が行う評価の時期（平成３

４年３月を予定）を踏まえ、本業務開始後、毎年１月に状況を調査する。 

 

(2) 調査項目及び実施方法 

ア 業務基盤システムの稼働率 

  業務報告書等により調査 

イ セキュリティ上の重大障害の件数 

業務報告書等により調査 

ウ 業務基盤システム運用上の重大障害の件数 

業務報告書等により調査 

   エ 目標復旧時間 

     メール及び業務報告書等により調査 

   オ サーバ内データの定時バックアップ 

     メール及び業務報告書等により調査 

   カ ウイルス情報の把握 

     メール及び業務報告書等により調査 

   キ ウイルス定義ファイルの更新 

     メール及び業務報告書等により調査 

 

(3) 意見聴取等 

学振は、必要に応じ、本業務請負者から意見の聴取を行うことができるも

のとする。 

 

(4) 実施状況等の提出時期 

学振は、平成３４年３月を目途として、本業務の実施状況等を総務大臣及

び監理委員会へ提出する。また、本業務開始後、毎年１月に状況を調査する。 

なお、調査報告を総務大臣及び監理委員会に提出するに当たり、学振のCIO

補佐官の意見を聴くものとする。 

 

12 その他業務の実施に関し必要な事項 

 

(1) 業務基盤システムの実施状況等の監理委員会への報告 

学振は、法第26条及び第27条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行っ

た場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会

へ報告することとする。 

 

(2) 学振の監督体制 
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本契約に係る監督は、主管係自ら立会い、指示その他の適切な方法によっ

て行うものとする。 

本業務の実施状況に係る監督は以下のとおり。 

監督職員：総務企画部企画情報課長 

検査職員：総務企画部企画情報課システム管理係長 

 

(3) 本業務請負者の責務 

ア 本業務に従事する請負者は、刑法（明治40年法律第45号）その他の罰則

の適用については、法令により公務に従事する職員とみなされる。 

イ 請負者は、法第54 条の規定に該当する場合は、１年以下の懲役又は50

万円以下の罰金に処される。 

ウ 請負者は、法第55条の規定に該当する場合は、30万円以下の罰金に処さ

れることとなる。なお、法第56条により。法人の代表者又は法人若しくは

人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、法

第55条の規定に違反したときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対して同条の刑を科する。 

エ 請負者は、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第23条第１項第７号に

規定する者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同

法第25条及び第26条により、同院の実地の検査を受けたり、同院から直接

又は学振に通じて、資料又は報告等の提出を求められたり、質問を受けた

りすることがある。 

 

(4) 著作権 

ア 請負者は、本業務の目的として作成される成果物に関し、著作権法第27

条及び第28条を含む著作権の全てを学振に無償で譲渡するものとする。 

イ 請負者は、成果物に関する著作者人格権（著作権法第18条から第20条ま

でに規定された権利をいう。）を行使しないものとする。ただし、学振が

承認した場合は、この限りではない。 

ウ ア及びイに関わらず、成果物に請負者が既に著作権を保有しているもの

（以下「請負者著作物」という。）が組み込まれている場合は、当該請負

者著作物の著作権についてのみ、請負者に帰属する。 

エ 提出される成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合には、

請負者が当該著作物の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係

る一切の手続きを行うものとする。 

 

(5) 業務基盤システムの調達仕様書 

本業務を実施する際に必要な仕様は、「日本学術振興会業務基盤システム

更新・保守業務 仕様書」に示すとおりである。 

 

以上 
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　従来の実施状況に関する情報の開示

　１　従来の実施に要した経費 （単位：千円、税抜き）

　

物件費

請負費等

計(a)

(b)

(a)＋(b)

。

　２　従来の実施に要した人員 　　　　　　（単位：人）

　３　従来の実施に要した施設及び設備

平成27年度

92,047 94,533 94,483

（注記事項）
　・借料の支払い金額は、一般競争入札の落札額である。
　　※　請負契約のため、費用の詳細な内訳の開示は受けられない。
　・その他は外部監視業務であり、毎年一般競争入札を行っている。
　・回線料及びその他（外部監視）は、現在の業務基盤システムの契約には含まれておらず別契約であるが、
　　新システムでは本業務に含まれる。
　・標的型攻撃対策、ネットワーク分離、ファイルサーバ分離は、今回調達する新システムにおいて初めて
　　導入するものである。

運用員(非常駐） 3 3 3

（受託者における従事者）

（業務従事者に求められる知識・経験等）
　・システム管理全般（サーバ管理、ネットワーク管理を含む）について10年以上の実務経験を有する者
　・本会からの技術的な質問に対し適切な応答ができる者
（補足）
・運用員は、システム構築時を除き、通常時は基本的には月１回開催される定例会時のみ来会する。
(参考)
・本会システム管理者から業務従事者に問い合わせを行った件数
　　平成25年度：154件、平成26年度：80件、平成27年度：51件

平成25年度 平成26年度 平成27年度

常勤職員

非常勤職員

75,363 77,449 77,449借料（保守費等を含む）

－ －

－ －

－

退職給付費用

間接部門費

外部拠点
【施設】
　データセンタ（場所は非公表）

6,084 6,084 6,084

10,600 11,000

－

10,950

92,047 94,533 94,483
参
考
値

－ － －

－ － －

－ －

平成25年度 平成26年度

別紙1

【施設】
　施設名称：　独立行政法人日本学術振興会　（麹町ビジネスセンター）
　使用場所：　サーバ室
【設備】
　 貸与品：　サーバラック６式、OAデスク1台、椅子1脚

人件費
－ － －

－

回線料

その他

減価償却費
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　４　従来の実施における目的の達成の程度

　５　従来の実施方法等

　
　

平成26年度

99.80%

0回

6時間

100%

6時間以内

100%

目標・計画 実績

0回

100%

0

0回

0回

（注記事項）

6時間

サーバ内データの定時バックアップ

ウイルス定義ファイルの更新

セキュリティ上の重大障害件数

運用上の重大障害件数

目標復旧時間

平成27年度

目標・計画 実績目標・計画

6時間以内 6時間以内 6時間以内 6時間以内 6時間以内

平成25年度

0件

本システムの稼働率 99.80%100%

100%

0回

0回

0

100% 100%

6時間

100%

0

99.80%

0回

0回

0回

0回

1時間以内 0件1時間以内 1時間以内0件

従来の実施方法（業務フロー図等）

・「別紙1-1 業務フロー」参照

ウイルス情報の把握

実績

100%

0回

0回
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別紙1-1

●学振内で問題解決が可能な場合

質問
→
←

回答

●学振内で問題解決が不可能な場合

質問 質問※
→ →
← ←

回答 回答※
各ベンダーへの

※質問・回答は、 質問↓　↑回答 確認が必要な場合
メール・電話による

 Microsoft, RedHat,
 EMC, Cisco, ELSA, 
 VMware, CyberSol.,
 他、関連業者

日本学術振興会

役職員 企画情報課職員 請負者

各ベンダー

日本学術振興会　業務基盤システム更新・保守業務
業務フロー

日本学術振興会

役職員 企画情報課職員

企画情報課職員6名（派遣職員2名を含む。平成28年10月現
在）により、サーバ・ネットワーク機器の設置・設定、各種サー
バ管理、ログ解析調査、各種プログラミング、端末管理、ヘル
プデスク業務、トラブルシューティング等を実施
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独立行政法人日本学術振興会契約規則

平成１５年１０月１日 
規 程 第 ８ 号

改正 平成１７年１１月 １日 規程第１３号

改正 平成１８年１１月 １日 規程第１８号

改正 平成１９年 ２月 ６日 規程第 １号

改正 平成１９年１２月２０日 規程第２３号

改正 平成２０年１１月１３日 規程第１６号

改正 平成２１年 ２月２７日 規程第 ２号

改正 平成２１年１１月１２日 規程第２２号

（目的） 

第１条 この規則は、独立行政法人日本学術振興会会計規程（平成１５年規程第６号。以下

「規程」という。）に基づき、独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）が

締結する契約に関する基本的事項を定め、もって、契約事務の適正かつ効率的な実施を図

ることを目的とする。 

（役職員以外で契約担当者の事務の一部を委嘱することができる者） 

第２条 規程第８条第２項に規定する役職員以外で契約担当者の事務の一部を委嘱するこ

とができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 海外研究連絡センター及び海外連絡事務所において、当該センター及び連絡事務所の

運営に当たる者 

二 規程第７条第２項第２号に規定する経費の執行に当たる者 

（契約担当職員） 

第３条 この規則において、「契約担当職員」とは、規程第８条に規定する契約担当者（分

任を含む。）及びその補助者をいう。 

（競争参加者の制限） 

第４条 契約担当職員は、売買、賃貸借、請負その他の契約につき規程第３５条及び第３６

条の競争に付するときは、特別の理由がある場合を除くほか、当該契約を締結する能力を

有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。

２ 契約担当職員は、次の各号の一に該当すると認められる者を、その事実があった後２年

間競争に参加させないことができる。これを代理人、支配人その他の使用人として使用す

る者についても、また同様とする。 

一 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数

量に関して不正の行為をした者 

二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合した者 

別紙３
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三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

五 正当な理由がなくて、契約を履行しなかった者 

六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり、

代理人、支配人、その他の使用人として使用した者 

３ 契約担当職員は、第２項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を、競争に

参加させないことができる。 

（競争参加者の資格等） 

第５条 契約担当職員は、必要があるときは、競争に参加する者について契約の種類ごとに

資格審査を行い、その資格を有するものを競争参加資格者名簿に登録するものとする。 

２ 前項の規定により、資格審査を行う場合は、文部科学省による一般競争参加者の資格に

関する定めを準用するものとする。 

３ 文部科学省及び各府省の各機関において一般競争参加者の資格を受けた者については、

振興会における一般競争参加者の資格を有する者として認めるものとする。 

４ 一般競争に参加することができる者は、「一般競争参加資格者の資格」（平成１３年１月

６日文部科学大臣決定）第２条又は第１７条に規定する資格を有するものとする。

５ 一般競争を実施する場合において、その等級の資格を有する者の競争参加者が僅少であ

る等と認められるときは、建設工事にあっては、当該資格の等級の１級上位若しくは２級

上位又は１級下位の資格の等級に格付けされた者を、製造、販売、買受け又は役務提供に

あっては、当該資格の等級の１級上位若しくは２級上位又は１級下位若しくは２級下位の

資格の等級に格付けされた者を、当該一般競争に加えることができる。

以下、省略
全文は  https://www.jsps.go.jp/koukai/data/22jyou/k_kisoku.pdf  参照
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